
東京における
「地域日本語教育の体制づくり」のあり方（案）

令 和 ４ 年 1 2 月 8 日
生 活 文 化 ス ポ ー ツ 局

令和4年度 第2回 東京の地域日本語教育に係る調整会議 資料４
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令和４年度は、「東京における体制づくりのあり方を示す」ことに重点を置き検討を行う。

スケジュール（各回での議事内容）

第１回 第２回 第３回

時期

（予定）
令和４年８月 令和４年12月 令和５年２月

内容

これまで／現在の取組について

今後、具体的に取り組む事項
について

「考え方」（※）の更新
（第1回を踏まえて、都及び財
団の今後の方向性を追記）

体制づくりのあり方（案）の
提示・ブラッシュアップ

「考え方」更新版の
ブラッシュアップ

体制づくりのあり方（案）を考
え方に盛りこむ

日本語教育の推進に関する法律第11条に基づく「日本語教育の推
進に関する基本的な方針」について

体制づくりのあり方について

（※）「東京都地域日本語教育実態調査」（令和2年度）の結果及び多文化共生委員会の意見を踏まえ、令和3年度末に整理公表し
た「多文化共生社会に向けた地域における日本語教育推進の考え方」

第１回資料より
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第1回（8月19日）の議論を踏まえて取り込むべき視点

視点①

言語保障としての初期段階の日本語教育

視点②

外国人が地域社会とのつながりを持つ

前回までの議論を踏まえ、「地域日本語教育の体制づくり」のあり方を２つの視点で整理する

<委員からの主な意見＞

 ０レベルの方こそ、生活支援が必要。地域とつな

がりながら、専門性も都が担保していけるとよい。

 単に言語を習得ではなく、「人とのつながりがで

きる」、「社会に参加する」、「自分たちの居場

所がある」といった価値を見出していける地域の

日本語教育の体制をつくっていくのが重要。

<委員からの主な意見＞

 ０レベルは、専門的な研修を受けていないボ

ランティアが扱うレベルではない。モデルと

して示していただけるのはありがたい

 ボランティア教室の多くは週１回しか開催さ

れないため、０レベルの人が日本語を覚えて

いくのは難しい。

 日本語能力がゼロに等しい外国人の学習支援
は、ボランティアによる対応は負担が大きい
ため、言語保障としての公的支援もあわせて
行っていく必要がある

 外国人が地域で安心して生活するためには、
地域日本語教室等を通じて地域社会とのつ
ながりを早期につくることが重要であり、
共生社会として地域が存続することに寄与
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調整会議としてのアウトプットについて（案）

• 都内では、各地域が地域の実態・地域の特性を活かした日本語教育を展開している

• また、地域日本語教育は、多様な主体が、様々な形で関わっている

• 前述の２つの視点を踏まえたとしても、地域日本語教育は一様ではないことから、「体制づくりのあり方」を限

定的に示すのは難しい

 東京における地域日本語教育の目標及び目指すレベル

（①地域日本語教育に関して、②初期段階の日本語教育に関して）

 体制づくりに必要とされる要素

 東京都の地域に対する支援

 参考とする地域の事例

東京の「体制づくりのあり方」として示していくもの

アウトプットの方法

 令和3年度末に公表した「多文化共生社会に向けた地域における日本語教育推進

の考え方」（令和4年度版）に盛り込み、令和4年度末に、“令和5年度版”として

更新・公表 4



東京における地域日本語教育の目標（案）

日本語教育を通じて、外国にルーツをもつ人々と地域とのつながりをはぐくむ

• 外国人にとって居場所や相談場所、情報収集・発信の場といった、生活に必要な機能を担っている場（地
域日本語教室等）において、外国人と日本人が交流できる

• 日本人も外国人も多文化共生を理解し、やさしい日本語でコミュニケーションができる
• 買い物や行政窓口での手続き等、生活に必要な活動ができる

（具体的なイメージ）

目標（案）

…
…

（参考）

◎東京都多文化共生推進指針の基本目標
 多様性を都市づくりに活かし、全ての都民が東京の発展に向けて参加・活躍でき、安心して暮らせる社会の実現

◎多文化共生社会に向けた地域における日本語教育推進の考え方【令和４年度版】

 多文化共生社会に向けた地域における日本語教育推進と整理

 地域日本語教育を国の基本方針を基に次のとおり整理

身分又は地位に基づいて在留する外国人等（永住者、日本人の配偶者等、永住者の配偶者等、定住者、家族
滞在）をはじめ、東京に在留する全ての外国人が対象であり、地域に在住する外国人が自立した言語使用者と
して生活していく上で必要となる日本語能力を身に付け、日本語で意思疎通を図り、生活できるようになることを
目的とした日本語学習支援。
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熟
達
し
た
言
語
使
用
者

自
立
し
た
言
語
使
用
者

基
礎
段
階
の
言
語
使
用
者

100-
150h
程度

100-
150h
程度

150-
220h
程度

350-
550h
程度

東京における地域日本語教育において目指すべきレベル
(350-520h程度）
※国が推奨するレベル

想定される学習時間
「文化審議会国語分科会日本語教育小委員会（第116回）」資料を参照

東京における地域日本語が目指すレベル（案）

やさしい日本語が
わかる

言語保障として公的
支援を行う「初期段
階の日本語教育」

仕事、学校、娯楽でふだん出合うような身
近な話題について、共通語による話し方で
あれば、主要点を理解できる。身近で個人
的にも関心のある話題について、単純な方
法で結び付けられた、脈絡のあるテクストを
作ることができる。

B1（自立した言語使用者）

【参考】日本語教育参照枠
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（参考）文化庁資料より
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「文化審議会国語分科会日本語教育小委員会（第116回）」資料より抜粋



B1

生活に必要な日本語

日
本
語
レ
ベ
ル

企
業
等

東京における地域日本語教育の目標及び目指すレベルのイメージ①

行
政

目標

<委員からの主な意見＞

• ０レベルの方こそ、生活支援

が必要。地域とつながりなが

ら、専門性も都が担保してい

けるとよい。

• 各主体の役割をレベルだけで

区別せず、重なり合って全体

的に厚い体制ができればよい。

学習・就労に必要な日本語

日
本
語
学
校
等

企
業
等

A1～A2

地域との
つながり

必
要
に
応
じ
た
生
活
支
援

都内には数多くの主体が地域日本語教育に携わっていることから、行政は各主体と連携しながら、主に
初期段階の日本語教育に取り組む。その際、学習者と地域のつながりを意識しつつ取り組むことが重要。

地
域
に
お
け
る
民
間
の
主
体
等

初期段階の
日本語教育

連携日
本
語
学
校

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
教
室
、
国
際
交
流
協
会
等
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学業

仕事

食事 趣味

医療

子供食堂

病院

日本語学校

社会福祉協議会

行政

NPO・ボランティア

東京における地域日本語教育の目標及び目指すレベルのイメージ②

 地域日本語教育は、日本語でのコミュニケーションや活動を通して地域とつながるきっかけ

 逆に、地域でのコミュニケーションや活動を通して、日本語を習得していくこともあり、相互に関連し合う

 また、地域住民が多文化共生への理解を深め、外国人と地域住民が、やさしい日本語を通してコミュニ
ケーションを取ることで、互いの文化・習慣等を知るなど、地域全体が相互理解の場にもなる

企業

通勤・通学

学校

町会・自治会

地域活動

（例）地域の防災
訓練に参加する

買い物

スーパー・商店街

（例）必要なものを
購入できる

日本語学習

（例）参加者同士
の交流

日本語教室

美術館・博物館

（例）鑑賞・ワーク
ショップへの参加
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※ １つの主体がすべてが担えるものではないため、各地域の実態に応じて、地域の様々な主体が関わることで、
地域全体で見たときにこれらの取組がつながって実施されていることが必要

〇行政主体による初期段階の日本語教育の実施
（例）
• 域内の外国人のニーズに応じた日本語教室の開催
• 日本語教師や日本語学校との連携
• オンライン、オンデマンド、対面等様々な方法の併用

体制づくりに必要とされる要素（案）

〇地域とつながる
（例）
• 地域と連携体制をつくる（担当者の配置）
• 地域に働きかける（ボランティア養成講座の実施等）
• 日本語教育に関わる人と話す機会を設ける
• 社会福祉協議会、ボランティアセンター、子ども食堂、町会
自治会等）とつながる

〇その他の要素
（例）
• 母語を活用した学習支援（既に学習した方との連携等）
• 取組の周知
• 事業の在り方に応じた評価

〇 地域における共生社会実現のために、体制構築に関する明確な考えを持っていること

〇 地域の実態を把握し、課題を理解していること

〇 ２つの視点（※）を持ち、取り組んでいること

区市町村が・・・

必須要素

※ ２つの視点：
① 言語保障としての初期段階の日本語教育
② 外国人が地域社会とのつながりを持つ

地域の実情に応じた要素例

〇地域資源の把握
（例）
• 域内の日本語教室の把握
• 日本語教室の広報先の把握・開拓
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東京都の地域に対する支援

地域毎の取組にばらつきがある東京の特徴を踏まえ、各地域の取組段階に応じた支援を総合的に展開

体制づくりが進んでいる地域 未着手の地域

すでに取り組んでいる地域 取組を検討中の地域 取組がない地域
取り組むことが将来的にも
困難と想定される地域

区市町村等の取組

を支援

連携・協働を推進

区市町村等単独で

は対応が困難な課

題へ対応

区市町村等の取組を支援

•財政支援（東京都地域日本語教育総合的な体制づくり推進事業）

•意識啓発・取組の普及（やさしい日本語リーダー研修、ツール作成等）

連携・協働を推進

•意識啓発・取組の普及（先進事例の展開）

•連携強化（地域日本語教育コーディネーター連携会議での情報共有や研修）

区市町村等単独では対応が困難な課題へ対応

•初期段階の日本語教育（初期日本語教育モデル事業）

•課題解決支援（東京日本語教室サイト／日本語学習支援者スキルアップ研修）

各地域の取組段階に応じた支援

11



学習者

大人

子ども

主体

地域住民

国際交流協会

NPO団体

社会福祉協議会

大学

行政

日本語学校

場所 内容

公共施設

民間の施設

オンライン

生活に必要な
日本語

親子のための
日本語

子どものための
日本語

交流

参考とする地域の事例

レベル

初期段階

初級

中級

上級

各地域では、主体や内容等を様々な形で組み合わせた取組みが展開されており、地域の状況、
学習者のニーズに応じ、様々な組み合わせが可能

区市町村や地域日本語
教育コーディネーター様々な主体をつなぐ役割

※ 項目、組み合わせ方は上記に限らない
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② 国際交流協会の取組に着目

① 行政の主体的な動きに着目

③ 民間を中心とした連携に着目

 行政主体で初期段階の日本語教育を開催
 域内のボランティアが運営している日本語教室等と連携しながら日本語教育を実施
 外国人のニーズなど把握にも努めている

参考とする地域の事例

 国際交流協会が持つ専門性を活かしながら日本語教育を実施
 外国人相談や居場所などの機能を兼ね備えている
 様々なタイプ（子供を対象とした教室、親子を対象とした教室、交流目的の教室等）の日本語教育
を展開

 域内の様々な主体（NPO、社会福祉協議会、学校等）と連携した日本語教育を実施

都内には様々な主体や内容等の組み合わせにより、日本語教育が展開されている。取組を類
型化するとともに、いくつかの具体的な取組を紹介する。
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